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動土質に求められる技術革新
－ 次世代技術とそのロードマップ －
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Shun-ichi SAWADA*

Abstract

The Soil Dynamic Laboratory was established in 1979 at the Earthquake Engineering Department of the Urawa Research Institute.

We began work on earthquake disaster prevention and mitigation from an engineering point of view. In order to clarify ground

behavior when an earthquake occurs, we have been carrying out technical works based on three elements for seismic design: "In-situ

tests," "Laboratory tests" and "Dynamic analyses." This report explains past technologies developed from these three elements and

from among them, identifies technologies required for the next generation, together with their roadmap, for a total of 100 years, 50

years before and after, centered on the current generation. The report also introduces the specific next-generation technology that is

required for each element. For in-situ tests, system construction using automation and robotization with ICT to improve the

reliability of ground information is proposed. For laboratory tests, an improved version of the loading method, the strain level and

the drainage condition in the existing test method is proposed by focusing on the behavior of the original ground when an

earthquake occurs. Regarding the technology required for seismic design using dynamic analysis, a way to construct a new ground

model for the analysis that utilizes dense ground information as “big data” as well as advanced analysis methods and modeling, are

proposed. To verify the actual phenomenon of ground disaster due to an earthquake, it is necessary to identify, from an engineer's

viewpoint, the differences between microscopic in-situ test results and laboratory test results as "soil elements" and the macroscopic

entire behavior of "ground" as collective entities in dynamic analyses, in addition to translating these test results. The report

concludes with the words of my predecessors and my words of encouragement for the next generation of soil dynamics engineers.
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要 旨

1979 年に，浦和研究所地震工学部に動土質研究室が設置された．同研究室では“原位置試験”，“室内土質試験”および

“動的解析”を 3 つの要素技術として，工学的側面から地震防災・減災技術に着手している．本報では，動土質研究室

で始動した要素技術を振り返り，次世代に求められる技術を抽出して紹介する．採り挙げた技術については，現世代を

折り返し点とした前後 50 年，計 100 年間のロードマップとして紹介している．また，求められる次世代技術については，

要素技術毎に新しい技術内容を具体的に列挙して示している．原位置試験では地盤情報の信頼度向上のために ICT を活

用した自動化・ロボット化技術，室内土質試験では現行の試験方法における載荷方法，ひずみレベルおよび排水条件等

の技術改善点，さらに動的解析では，構成則の高度化と共に高密度化された地盤情報を活用する新しい地盤モデル構築

技術である．一方，動土質技術者として地震による地盤災害を検証するためには，微視的な“土要素”としての調査・

試験結果と，集積体となる“地盤”としての巨視的な挙動の違いを見極めることの重要性を指摘している．そして，先

人の言葉と共に次世代の動土質技術者への期待を記した．

キーワード：地盤調査，原位置試験，室内土質試験，耐震設計，動的解析
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1. はじめに

1978 年に我が国では，伊豆大島近海地震，島根県中部

地震，宮城県沖地震と死傷者を伴う地震災害が立て続け

に発生した．地震防災・減災への関心の高まりを受け，

国土庁はその翌年に，近い将来発生が予測される東海地

震による被害想定調査 1)を開始している．この動きに同

調し，応用地質株式会社では浦和研究所地震工学部に，

応用地震，動土質，地震地理の 3 つの研究室を設置して

地震防災さらには減災の取り組みに着手している 2)．

3 研究室は，地震の“作用力”を求める応用地震，地

盤の“耐力”を求める動土質，そして“作用力”と“耐

力”を比較して被害予測・対応をマッピングする地震地

理と役割を担っていた．現在，応用地震は東京支社地震

工学センター，動土質は技術本部コアラボ試験センター

と東京支社技術部，そして地震地理は社会システム事業

部地震防災部に技術が継承されている．

本報では，3 つの研究室の中の動土質研究室の技術に

着目する．地盤の地震時耐力を求めるための 3 つの要素

技術となる“原位置試験”，“室内土質試験”および“動

的解析”について，“これまで”を振り返り，“これから”

に求められる技術を紹介すると共にそのロードマップを

示す．

2. “これまで”と“これから”のロードマップ

図 1 に“これまで”の動土質で取り組んできた開発技

術を抽出して紹介し，現時点で考え得る“これから”に

求められる技術とそのロードマップを示す．なお，地盤

工学全般に渡る技術とそのロードマップに関しては別途，

地盤工学会のアカデミックロードマップ「先人の功績と

地盤工学の未来」3)を参照頂ければ幸いである．

2.1 “これまで”の動土質

1976 年に“ツイストサンプラー”が㈱応用地質調査事

務所（現 応用地質株式会社）で開発され，液状化が懸念

される緩い砂質土の乱れの少ない試料採取（当時は“不

攪乱試料”と呼んでいた）が可能となる．翌 1977 年には，

建設省土木研究所で試作された振動三軸試験機を実務用

に 4 連とした装置が，誠研舎との共同製作により浦和研

究所に導入される．このことにより，原位置で採取した

乱れの少ない試料を用いて土の液状化強度を求めること

が，社内で可能となる．続く 1979 年には，共振法試験機，

動的ねじり試験機さらには動的単純せん断試験機が配備

され，土の液状化強度に加え，応力-ひずみ関係から土の

動的変形特性を求めることも可能となり，動土質研究室

が本格始動する．

導入された試験装置は，いずれも高精度な油圧アクチ

ュエータを採用した動的試験装置である．動土質研究室

では，地盤工学会（当時は“土質工学会”）等に多くの試

験結果を発表して高い評価を得ている．

動的試験導入期となる 1970 年代は，動土質の第 1 世代

である．続く 1980 年代，動的解析導入期となる動土質の

第 2 世代を迎える．

室内土質試験から得られた動的な地盤物性を用いて地

盤の地震時応答を求める 2 次元有限要素法の汎用プログ

ラム SIGNAS4）が導入される．導入当初は社外の計算機

の端末利用であったが，1984 年に地盤工学研究所（旧浦

和研究所）に集積計算機 VAX11/7805）が導入され，イン

図 1 動土質の要素技術とロードマップ
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ハウスでの解析が可能となる．同時に，採取した試料を

用いた土質試験によって得られた地盤定数を用いた動的

解析を行う一連の耐震設計が遂行される様になる．当時

社内で開発された解析法には，重複反射理論に基づく 1

次元地震応答解析（Namazu：後に SHAKE6）に置き換わ

って行く）や複素応答法等の周波数領域での 2 次元有限

要素法（SIGNAS, FLUSH7））の他，地震時円弧滑り計算

（ANT85）等がある．インハウスの計算機の導入により

Fortran 言語を用いた各種のデータ整理が可能となり，動

的解析結果や耐震設計結果を図化して視覚的に提示する

技術も進化を遂げる．

原位置試験においては，“水圧式サンプラー8)”や“プ

ラネットサンプラー9)”が開発され，採取が困難であっ

た比較的密な砂質土も，乱れの少ない良質な試料が室内

試験室に搬入できる様になる．

兵庫県南部地震を経験する 1990 年代は，と動的試験の

リニューアルと共に，有効応力解析導入期となる動土質

の第 3 世代である．

1992 年コアラボ試験センターの開設に伴い，動的試験

関係は現宮原の試験センターに統合される．同時に，原

位置試験と動的解析は，東京事業本部（茗荷谷）の土質

技術部，横浜事業部を経由して技術本部地盤解析部耐震

グループとして別々の道を歩み始める．

室内土質試験では，A/D 変換に伴うデジタル収録や高

精度化したセンサー技術の採用により，試験機も油圧か

ら空圧式や DC モーターへとリニューアルされ，制御の

高精度化ともに自動化が進んだ．試験機の高精度化・自

動化に伴い，振動三軸試験や動的ねじり試験のみで微小

ひずみ領域の計測が可能となり，共振法試験は用いられ

なくなる．

動的解析を行う環境は，計算機の高速化，小型化，大

容量化に伴い，空調設備を必要とする大型の集積計算機

は姿を消し，デスクトップのパソコンでの計算が主流と

なる．コンピュータの性能の向上に伴い，従来の周波数

領域での解析が，時間領域でも行われる様になる．1995

年に発生した兵庫県南部地震では，神戸港ポートアイラ

ンド岸壁や淀川河川堤防での液状化に伴う流動化現象に

よる被害を，有効応力解析 10)による遂時時刻歴解析によ

って初めて変形量照査が行われる．これらを契機に，土

木構造物耐震設計に於いては変形解析（FLIP11），LIQCA12)，

ALID13) ,東畑モデル 14)）を用いる変形量照査が基準化さ

れる．

21 世紀を迎え，2004 年に液状化ポテンシャルサウンデ

ィング，商標名 Piezo Drive Cone (PDC)15)が開発される．

調査ボーリングの補間となる，安価で簡易な動的サウン

ディング PDC の出現により，空間的分解能の高い地盤モ

デルを用いた動的解析が行われる様になる．地震時の構

造物の被害程度を示す変形量照査を採用する事により，

性能を規定した設計が可能となる．

2000 年代から現在は，サウンディング手法を用いて安

価により信頼度の高い耐震設計を行う性能設計が導入さ

れる動土質の第 4 世代である．

2.2 “これから”に求められる技術

1990 年代の第 3 世代までは，“壊れる/壊れない”を判

定する安全率を用いた設計が標準となっていた．

1995 年兵庫県南部地震を契機に，耐震設計にレベル

１・２と称した段階設計 16)の概念が土木構造物の耐震設

計に導入される．このことにより，2000 年代から現在の

第 4 世代では，これまでの安全率とは異なる，使用限界，

修復限界さらには終局限界等の限界状態を定量的に評価

する限界状態設計法が導入される転換点（turning point）

を迎える．

1995 年の兵庫県南部地震以降も，2011 年に発生したマ

グニチュード 9 の東北地方太平洋沖地震，震度 7 を 2 回

観測した 2016 年の熊本地震等，想定外や未曾有と表現さ

れる地震被害が近年頻発し続けている．

動土質にとっても，未だ嘗てない現象への技術対応が

求められる現世代の第 4 世代となっている．

来るべき 2020 年代の第 5 世代では，計算機の更なる容

量・速度の向上に伴う新技術到来が期待される．

計算性能向上の技術革新により，これまでの有限要素

とする土塊を連続体とする地盤のモデル解釈から，より

精緻に本来の土粒子（粒状体）としての地盤の挙動に迫

る自由度を持った解析 17)が新しい技術として登場する．

計算機の大容量化に伴い，時間のみならず空間スケール

の拡大により，土としての粒状体をより実現象に近い挙

動として表現することが可能となりつつある．このため

地盤調査・試験に於いても，これまでの微小ひずみ・微

小変形理論から脱却した，大変形理論 18)に適用可能な新

しい地盤物性を計測する調査・試験方法の開発が求めら

れる．具体的には，原位置試験では PDC を凌ぐ分解能を

有する新たな非破壊原位置試験，室内土質試験では土要

素としても破壊後の挙動を求める新たな発想の試験法の

開発が求められる．さらに，動的解析では，これまでの

2 次元断面（平面）でモデル化から，3 次元空間（立体）

をモデル化した解析が期待される．

2020 年代には昨今，Construction Information modeling

(CIM)19)や i-Construction20)として示される地盤の3次元モ

デル構築が求められる第 5 世代が到来する．

次の 2030年代から2040年代半ばとなる第6世代には，

高度化したセンサーとデジタル化した制御アクチュエー

タの進化を期待する．

地盤調査の自動化，ロボット化である．特に，原位置

試験に於いては載荷・除荷を自動化する制御システムの

導入が期待される．これによって，オペレータ等の人為

的な誤差の介入を排除した，信頼度の高い地盤情報の取

得が可能となる．さらに，地盤情報のデジタル化に伴っ

てクラウドを経由したデータベースがビックデータとし
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て構築される．このビックデータを用いた人工知能（AI）

による 3 次元の地盤モデリングが，これまでの技術を一

新する．当然，動的解析を伴う耐震設計では，３D の地

盤モデルは自動メッシュ（3 次元ではキュービック）で，

サイバー(cyber; 仮想)空間内に生成する技術を扱う世代

となる．

さらに先の，2040 年代半ばから 2060 年代の第 7 世代

は，信頼性設計 21)の導入期となる．

AI にサポートされた原位置試験・室内土質試験のロボ

ット化が進む．信頼度が高く，さらに空間分解能の高い

地盤情報が得られる．この信頼度の高い地盤情報に基づ

き，必要とされる要求性能実現に最適なコストの算出が

可能となる．例え，一部で空間的分解能が不足する地盤

情報であっても，ビックデータおよび AI のサポートに

より，不確定要因を確率論 22)によって補う部分最適かつ

全体調和となる設計法が技術として認められる．地震動

の発生確率と規模と共に，必要でかつ十分な性能を担保

するコストの算出がサイバー空間内で可能となる．

その先の，現在から 50 年以上先の 2070 年代以降とな

る第 8 世代に求められる技術とそのロードマップについ

ては，次世代の動土質技術者の熱意に委ねることとした

い．空想するに，鉄腕アトムや鉄人 28 号の後輩達が原位

置や室内土質試験さらにはサイバー空間で活躍する時代

になっているのかもしれない．

現世代の第 4 世代を折り返しとして，過去 50 年と今後

の50年の計100年間の動土質に求められる技術とそのロ

ードマップを描いてみた．我々は，地盤調査業としての

生業を得るためにも，確実に技術革新は起こして行かな

ければならない．地球という自然を相手にするが故に，

既知よりも未知が多い我が動土質にこそ，技術によって

革新する余地が多く存在する．どんなに自動化・ロボッ

ト化されても，人が造る多くの構築物は人が決める要求

性能と費用（cost）のバランスから成り立っている．ま

た，得られる計算結果（output）は，人が解釈して初め

て成果（outcome）となる．このことは，過去も，現在も，

未来も何ら変わらない．我々動土質に係る地盤技術者が

担う場面は output を outcome にする技術にあり，決して

output 算出が技術の目的ではない事を肝に銘じておく必

要がある．

3． “土要素”から“地盤”への解釈

地盤力学を考える上で，大事になるのが“地盤”の空

間的分解能である．“地盤”は“土要素”の集積体である．

設計では，原位置試験や室内土質試験から“土要素”の

特性として得られる限られた情報から，“地盤”としての

全体挙動を予測しなければならない．

“土要素”の情報から“地盤”を評価する間には，不

確定要因（unknown）が 3 つ存在する 23)．

それは，①地盤の不均質性と②地盤調査方法の不確実

性，そして設計断面とする場合のグルーピングための③

地盤のモデル化誤差である．

採取した試料を用いて“土要素”の挙動を求めたとし

ても，地盤に潜在する unknown によって，集積体として

の“地盤”の挙動はそのままでは評価できない．地盤力

学を扱う技術者は，“土要素”としての試験結果や特性を

理解することは当然のことであるが，その上で unknown

の部分を埋めた集積体としての“地盤”としての挙動を評

価しなければならない．この“土要素”から“地盤”へ

の解釈の必要性は，地盤技術者に求められる最も大切な

観点のひとつである．

4. 次世代に求められる技術

本章では，動土質の 3 つの要素技術，原位置試験，室

内土質試験および動的解析について，次世代に求められ

る新しい技術を具体的に列挙して示す．

4.1 原位置試験

原位置試験に求められる技術として“自動化とロボッ

ト化”と“原位置試験のためのプラットフォーム”を挙

げる．さらに，地盤調査において Geotechnical approach

と Geophysical approach の融合 24)と掲げられている，硬

さと強さの関係についても新しい解釈の一例を紹介する．

4.1.1 自動化とロボット化

原位置試験に求められる技術革新は，地盤調査におけ

る人為的誤差の最小化が掲げられる．いわゆる，オペレ

ータによる操作手順の違い，目視，感覚等の個人差の最

小化である．ロードマップの第 6 世代に紹介した，計測

の自動化・ロボット化である．核となる技術には，セン

サー技術とアクチュエータ技術がある．昨今の ICT の躍

進によって，いずれの技術分野においても技術革新が推

し進められている．原位置試験においても例外ではない．

原位置試験の実情としては，オペレータの高齢化と共

に後継者不足が問題となっている．これらの問題解決の

ためにも，早急に着手すべきは，熟練工で無くとも高い

信頼度が保持できる試験方法の採用，さらには，人為的

誤差が介入し難い自動化・ロボット化した計測技術の導

入である．また，本報では触れないが，原位置試験の前

工程（Pre-process）となる安全で確実な地下埋設物検知

掘削機（試掘マシーン）の開発も，我が業界に早急に求

められる根本的な重要技術としてここに記しておく．

ここでは，原位置試験で得る計測値について，ICT を

活用するより合理的な調査方法への変革を提案する．例

えば，標準貫入試験（SPT）の N 値や，スウェーデンサ

ウンディング（SWS）の半回転数 Nsw等，回数を記帳す

る調査方法が未だに主流となっている．設計に求められ

る地盤定数は，何回と言う数えた回数では無く，硬さと

強さに代表される荷重と変形量もしくは応力とひずみの
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関係である．本来の力学の原点に立ち戻った物理量を計

測値とすることが望ましいことは当然である．自動化・

ロボット化を推し進める上では，力学関係を直接表す物

理量を新たに計測値とすることを，次世代の課題とする．

4.1.2 原位置試験のためのプラットフォーム構築

2016年 1月に閣議決定された第 5期科学技術基本計画
25)には，超スマート社会（Society5.026)）の実現が掲げら

れている．ここでは，ICT の進化を念頭に置いたサイバ

ー技術が紹介されている．図 2 は，原位置試験に当ては

めたプラットフォームのイメージ図である．調査現場

（In-situ）の情報をセンサー（Sensor）技術で取り込み，

サイバー空間（Cyber System）の情報として蓄積する．

蓄積された情報を基に，ネットワークを介してクラウド

を構築する．クラウドを信頼度の高いビックデータとし

た人工知能（AI）技術によって，今度はサイバー空間か

らアクチェエータ（Actuator）を使って調査現場にフィー

ドバックする．これが，高品質で精度の高い原位置試験

プラットフォームの構築となる．同時に，情報は調査現

場からのネットワークにより転送される手続きにより，

データ偽装・捏造を防止するタイムスタンプともなる．

信頼度が高く，高品質な情報を搭載する原位置試験プラ

ットフォーム上に情報を共有することで，高い精度を有

した地盤調査を可能にすることが出来る．

現在，PDC コンソーシアムでは原位置試験のデータを，

インターネットを介してクラウドに蓄積している．この

方法の採用により，データの偽装・捏造を防止すると共

に，データ品質を確認して保障するシステムをプラット

フォーム化して運用している．今後は集積されたビック

データを基に，最適な補正係数の設定サポート等を，AI

技術を活用して現場にフィードバックするシステムを構

築する予定である．PDC プラットフォームを原位置試験

プラットフォームのプロトタイプとして，活用していく

つもりである．

4.1.3 硬さと強さ

原位置試験の試験解釈で良く議論される問題に，硬さ

と強さの違いがある．式(1)に 1982 年に今井・殿内 27)に

よって示された硬さと強さを関係付けた一般式を示す．

SV N βα= （1）

ここに， α：80～100

β：0.33（=1/3）

良く用いられる関係式ではあるが，地盤の異なる特性，

強さと硬さを等号で結んだ式となっていることから，批

判も受ける提案式でもある．図 3 に，硬さ（G0：初期せ

ん断剛性（=ρ VS
2））と強さ(τmax:破壊強度(N 値))の違いの

概念図を示す．物理量としての G0とτmaxの両者は表す次

元も意味合いも本来異なることが理解できる．

図 4 には，軟弱な地盤における強さ(N 値) と硬さ（VS）

関係を示す．同図を観察する限り両者には正の相関は認

められない．

式(1)において，βは土質によらずβ≒1/3 とみなされて

いる 27)．しかし，αは，砂質土層の場合α=80，粘性土層

の場合にα=100 と土質材料毎に変化することが知られて

いる 28)．そこで，図 5 にはβ=1/3 は固定したまま，細粒

分含有率 FCによる係数αの近似式を求めている．ここで

は，有効上載圧 98kN/m2相当に換算した N1値(換算 N 値)

により，(2)式で各試料の係数αを算出ている．

1/3
1/SV Nα = (2)

図 2 原位置試験のためのプラットフォーム
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図 6 には FCによる係数αと N1値で補正したせん断波

速度 VS
*（VS

*=αN1
1/3）と PS 検層結果のせん断波速度

VS(PS-log)の関係を示す．同様に，図 7 には，VS(PS-log)と補正

係数αから逆算した換算 N 値 N1
*と N1値の関係を示して

いる．両図から，係数α（α = 0.9FC+40）を採用すれば強

さ(N1 値) と硬さ（VS）の間には正の相関が形成できる．

つまり，土質材料を FCによる変数として識別できれば，

硬さと強さの間には正の相関が認められること 29)が判っ

てきている．次世代に求められる技術として，貴重な相

関関係の発見でもある．

4.2 室内土質試験

動土質としての室内土質試験には，土の液状化強度を

求めるための繰返し非排水三軸試験（以降，“液状化強度

試験”と呼ぶ）30)と，ひずみレベルによって変化する変

形係数（剛性）を求めるための繰返し試験（以降“動的

変形特性試験”と呼ぶ）31)の 2 つがある．これらの試験

は，円柱状に成形した供試体をセル内で等方に圧力を加

えた後に，軸荷重によって載荷と除荷を繰返し，その時

の軸荷重と軸変位量を計測している．本節では，原地盤

と室内土質試験の差異に着目して，①載荷方法,②ひずみ

レベル③排水条件の 3項目を採り挙げ，次世代に改良を

期待する技術の一例を紹介する．

4.2.1 載荷方法

表 1 に，室内試験時と地震時に地盤で作用する応力状

況を，モールの応力円で表している．原地盤で地震力は，

図 8 に示すとおり，水平面に作用するせん断応力τdとし

て作用する．その結果，全応力での平均主応力は変化せ

ずに一定を保つ．一方，室内土質試験での軸載荷による

液状化強度試験では，応力状態は表中のモールの応力円

に示すとおり，等方に掛けたセル圧（側圧σc）を中心と

して，載荷・除荷を繰返すと平均主応力が変動する．モ

ールの応力円でみる限り，原地盤とは明らかに異なる挙

動となっている．応力-ひずみ関係に於いても，軸載荷条

件では，圧縮時と伸張時に平均主応力が異なることから，

圧縮時よりも伸長時にひずみが増大する．この状況も，

地震時に作用する原地盤での応力条件と同じとは解釈し

難い．原地盤に作用する地震力に合わせた繰返し載荷応

力を室内土質試験で再現するためには，供試体の繰返し

載荷時の平均主応力を一定に保つ必要がある．この条件

を満たす載荷方法に，繰返しねじり試験があることが同

表から判る．原地盤と室内土質試験での載荷応力条件を

整合する上で，次世代には繰返し載荷中に平均主応力が

変化しない，単純せん断やねじりせん断試験を用いた地

盤物性を求める試験方法を採用して行くことが望ましい
32)．

4.2.2 ひずみレベル

液状化が対象となる砂質土は，凍結サンプリング以外の

チューブ試料では，採取時，運搬時および供試体成形時

の乱れや応力解放の影響により，原位置の動的せん断応

力比を適切に評価できないとの指摘 33)がある．採取試料

の微小ひずみ領域での乱れ具合を評価する目的で，原位

置での PS 検層で計測された S 波速度 VS(PS-log)と室内土質

試験でベンダーエレメント 34)によって計測した S波速度

VS(BE)を比較する方法が用いられる．図 9 に，高品質サン

プリング 35)で採取した試料における，原位置と室内土質

試験での計測事例 36)を示す．同図では，VS(PS-log)の分布幅

に対し VS(BE)の幅は狭くなっている．また，原位置で S

図 5 細粒分含有率 FCと係数αの関係 29)
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波速度が速い試料は室内では遅めに，原位置で遅い試料

は速めに計測されている．このことは，原地盤から室内

土質試験までの間に，微小ひずみ領域に於いて乱れが生

じた可能性があることを示している．初期せん断剛性 G0

は，S 波速度 VSと地盤の密度ρを用いて(3)式で表される．

このことから，初期せん断剛性 G0にも影響を与えること

が指摘できる．

2
0 SG Vρ= ⋅ (3)

図 10 には，採取された高品質サンプリングの試料の

液状化強度比 R と N 値と細粒分含有率 FCを用いて建築

基礎構造設計指針 37)から算出したRを比較して示してい

る．図中の色判例は，原位置と繰返しせん断試験直前で

の S 波速度比（VS(BE)/VS(PS-log)）である．結果は S 波速度

比に関係なく両者は良く一致している．このことは，高

品質サンプリングでの試料は VS を評価する微小ひずみ

領域では差異は認められても，せん断ひずみγ=5%となる

破壊ひずみ領域では採取時の乱れの影響は小さいことが

読み取れる．液状化強度試験としては，高品質サンプリ

ングを採用すれば，概ね正しい液状化強度が計測可能な

表 1 試験条件と原位置での応力作用状況の比較

密な試料は少し緩む

緩い試料は少し締まる

図 9 PS 検層と室内ﾍﾞﾝﾀﾞｰｴﾚﾒﾝﾄによる S 波速度

図 10 液状化試験と N 値と FCより建築基礎構造設

計指針に基づいて算出した液状化強度 R

図 8 作用応力状況
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ことを示している．

一方，動的変形特性試験では，試験結果の全ひずみ領

域でのせん断剛性 G を，初期せん断剛性 G0で正規化し

て G/G0として整理する．そして，PS 検層で測定された

VSを基に，(3)式で算出した GPSを G0に読み替えて G/GPS

として設計に採用している．このことは，微小ひずみ領

域での乱れを全ひずみ領域に割り当てていることになる．

G/GPS を設計に採用する現行試験法の是非に関しては，

次世代への動土質技術者への課題として挙げ，その解決

に期待する．

4.2.3 排水条件

動的変形特性試験は 1つの供試体で多くのひずみレベ

ルでの載荷を繰返すステージ試験である．載荷ステージ

内では非排水条件としているものの，ステージ終了後に

は，供試体内の過剰間隙水圧を消散させるため排水して

いる．この条件では，ステージ毎の排水量により土要素

の密度が徐々に増加してしまう．従って，初動から大き

なせん断応力が発生する地震の場合には，室内試験とは

異なる密度の挙動を示す可能性がある．現行規準により

得られた試験結果を用いて直下型地震等の地盤挙動を求

める時には，注意が必要である．

一方，液状化現象を起こす要因には，せん断応力の作

用によって生じる体積変化（ダイレタンシー特性）があ

る．図 11 に，ねじりせん断試験の代表的応力経路図を示

す．非排水条件にある緩詰の砂質土では，せん断応力の

作用初期に負のダイレタンシー（収縮）に伴って間隙水

圧が上昇し，排水状態よりも有効応力が減少する．その

後，せん断応力の増大に伴い，正のダイレタンシー（膨

張）が生じることにより有効応力は回復する．密詰めの

試料では，せん断応力の載荷初期から正のダイレタンシ

ー（膨張）が生じて，応力の増加と共に有効応力は増加

する．負のダイレタンシーが生じるのは数パーセントと

言う微小ひずみ領域のみの現象であり，大変形時には正

のダイレタンシー特性の評価が，地盤挙動の予測にとっ

て重要となることが判る．

さらに，せん断応力の増加を続けると背圧を超える負

圧となり，供試体内に真空泡の発生が起きる空洞

（Cavitation）現象が生じる．但し，室内土質試験では供

試体に負荷する背圧（Back Pressure）の大きさによって

も発生圧がコントロールされる．計測される Cavitation

現象は，設定した動的試験条件に基づく現象であること

を認識する必要があることも指摘しておく．

なお，地盤は不均質な堆積構造を有している場合が多

く，隣接する土質材料や密度が異なる土層間ではダイレ

タンシー特性が異なり，発生する間隙水圧も土層間で干

渉しあうこともあり，土要素とは別に地盤としての解釈

が求められる．

また，地震時には，数十パーセントを越えるひずみが

生じた破壊が観察されている．しかし，室内土質試験で

は，10 パーセントを越えると供試体が樽状やネッキング

変形を示し，要素試験とは解釈し難い結果となる．

地震時の被害を説明する大ひずみ領域での動的試験

方法は未だ規格規準が無く，次世代に期待される技術と

なっている．

その他，泥土化による塑性流動現象や透水係数の異な

る土層境界に形成される水膜現象 38)により大変形に至る

等，室内土質試験では再現が厳しい変状現象もある．地

盤挙動の予測には，土要素としての試験結果を基に，地

盤としての解釈が重要になる．

4.3 動的解析

動的解析に求められる次世代技術として，第 6 世代

（2030 年代～2040 年代半ば）のロードマップに記した地

盤のモデル化を挙げる．ICT の進化に伴い，ビックデー

タ化する地盤情報を活用し，構造物の種類や材料に依存

しない統一した 3 次元地盤モデルの作成技術が望まれる．

このためには，“4.1.2 原位置試験のためのプラットフォ

ーム”にも示した様に，高密度化された信頼度の高い地

盤情報を共有する統一的な国土データベースの構築も必

要となる．

解析ソルバー自体に求められる次世代技術には，第 5

世代（2020 年代）に示した地盤材料の基本とも言える土

粒子をモデル化できる粒状体と同じ自由度を持つ新しい

構成則の開発 39), 40), 41)である．有限要素法等では，土塊

を連続体としてモデル化するが故に，構成則上でのパラ

メータが複雑化している．液状化現象をトレースする有

限要素法 11), 12)では 1 つの土要素のパラメータに 20～40

ものパラメータが必要になっている．土粒子としての挙

動を本来の粒子運動レベルで考えれば，多くのパラメー

タは必要なくなる．より，シンプルに地盤としての挙動

を再現するためにも，動的解析には新しい力学モデル（塑

性論で言う“構成則”）の開発が不可欠な技術となる．さ

らに，粒状体とは異なる，岩盤や人工材料となる金属や

コンクリート等の固結材料も相互作用も表現可能な統一

モデル，また，弾，粘，塑性，熱作用に関しても，共通

のフォーマットでの入力条件（input）と計算結果（output）

を収納して活用できる地盤情報プラットフォームの構築
図 11 ねじりせん断試験の応力経路（ストレスパス）
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も望まれる．地盤解析分野では，既に次世代を担う若手

研究者・技術者が多く活躍しロードマップも示されてい

るのでそちらを参照 3)されたい．

5. おわりに

1979年に設立され工学的側面から地震防災・減災を担

ってきた動土質の技術を基に，次世代に求められる技術

とそのロードマップを示した．本報告に“まとめ”はな

い．個人的な動土質に求められる技術革新について次世

代技術を紹介したものと位置付けている．次世代に求め

られる技術とそのロードマップを示すことで，本報が動

土質に興味を抱く若手技術者に，次に今何をすべきかの

ヒントにでもなれば幸いである．動土質に求められてき

た“これまで”の技術を振り返ると，まだまだ克服しな

ければならない技術が山積されていることに気付く．逆

に言えば，“これから”もまだまだ動土質の分野では地

盤技術者が活躍しなければならない領域が多く残されて

いることを意味している．地震に対するレジリアントな

防災・減災42)を目指す耐震設計に於いて，“未だ嘗て在ら

ず”と言われる災害が生じる度に，新たな技術革新が繰

返し求められている．地震と言う非日常の自然現象を，

予め想定して必要にしてかつ十分な設計を行う技術が動

土質の醍醐味でもある．

“これから”の動土質技術者も我々同様に，日々業務

に追われる環境下にあるのかもしれない．しかし，日常

に業務で遭遇する技術課題に対して，机上の空論と成ら

ぬ様に現場を良く観察し熟知した上で，自然現象の“何

故？”,“如何して？”と言う探究心を忘れること無く防

災・減災対応に接して欲しい．そのためには，日々自分

の技術を研鑽し技術革新に挑んで貰いたい．

故大矢暁社長の年報No.16（1994年(23年前)）の巻頭言
43)には次の様な言葉が書かれている．“イノベーションを

生み出すには，個人が自分の能力の限界に挑戦するとい

う爆発的な巨大なエネルギーを必要とします．研究開発

費も必要でありましょうが，もっとも必要なのは，狂っ

たように，とりつかれたように，イノベーションに立ち

向かう爆発的な若さと持続力であろうかと思います．”

今思えばこの言葉が，これまで私の背中を押してくれて

いた様な気もする．

欧米が自国の利益に執着し，粗悪製品で荒稼ぎしてい

た時代，日本の先人技術者はMade in Japanを築き上げ世界

を凌駕した．その根源は，日本人の真面目さと謙虚さに

裏付けられた柔軟な物創りの姿勢とイノベーションに立

ち向かう爆発的な若さと持続力であったと言われている．

我が国を始め，地球規模で地震活動が活発期に入ったと

言われる今こそ，多様な価値観を受け止めることができ

る日本的な技術革新を動土質にも再構築することを期待

している．本報が，次世代動土質技術者にとって，次の

一歩を踏み出す“勇気”と“志”の切っ掛け（trigger）に

なれば幸いである．
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